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第１ 現状と課題 

１ 概況と意義 

水道は、地域住民の生命と健康を支える基幹的な生活インフラであり、水道法上、市

町村が水道の供給責任を負う主体と位置づけられています。 

しかしながら、地理的条件により水源開発や浄水施設の整備・維持管理には、多額の

投資が求められ、市町村単独での対応が困難な場合も少なくありません。 

このため、島根県では、広域的な対応による県全体の水道の安定供給を図るために、

６市１企業団に対して用水供給事業を実施しています。 

企業局が各受水団体に供給している水道用水は、県内総水道使用量の約３割を占めて

おり、安全で良質な水道用水を継続的かつ安定的に供給することで、地域住民の生活と

地域社会の基盤を支えています。 

 

２ 事業を取り巻く状況  

⑴ 人口減少 

本県の人口は、転出者が転入者を上回る「社会減」や、出生数が死亡数を下回る「自

然減」が進み、令和７年（2025年）４月１日の推計人口は、635,184人となっていま

す。また、令和７年（2025年）３月に策定された「第２期島根創生計画」では、将来

人口が 2040年に 54.9万人、2060年には 46.4万人になると推計されています。 

水道事業では給水人口の減少により料金収入が減少し、持続的な経営が課題になり

つつあります。 

 

⑵ 施設の老朽化と災害への備え 

高度経済成長期に整備された水道施設の多くが更新期を迎えており、全国の約 20％

（令和２年度（2020年度）時点）の管路が法定耐用年数を超過しています。 

また、地震や豪雨といった自然災害リスクの増大も踏まえると、老朽化施設の計画

的な更新と耐震化対策は喫緊の課題です。災害に強く、持続可能な施設の強靭化を推

進していくことが求められています。 

 

⑶ 水道料金改定の動向 

島根県内の水道事業は、各市町村が地域の特性に応じて運営していますが、現在、

多くの自治体で料金改定の動きが広がっています。背景には、人口減少による使用水

量・料金収入の減少に加え、施設の老朽化対策や耐震化、資材・エネルギー価格の高

騰などが要因となっています。 

また、中山間地域が多く、人口密度が低い島根県では、水道管の維持管理にかかる

コストが高く、効率的な運営が難しいという地域的特性も経営が悪化する一因です。  

このような状況を受けて、近年では７市町で料金の引き上げが実施され、その他の

自治体でも見直しの検討が進んでいます。 
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⑷ ＩＣＴ・デジタル化の推進 

近年、スマートメーター、漏水センサー等のデジタル技術の導入が進展しています。

これにより、施設の遠隔監視といったスマート保安等も実現し、維持管理の効率化や

省力化、ライフサイクルコストの縮減、安全性の向上が期待されています。 

また、デジタル技術を活用したインフラ管理は、技術者不足に対応しつつ、コスト

削減と安全性向上の両立を図る有効な手段とされており、水道情報活用システム※53を

含むデジタル技術やＡＩ診断等を活用したアセットマネジメントの向上が期待され

ます。 

 

⑸ 水道広域化の状況 

水道事業は、人口減少、施設の老朽化、技術職員の不足といった構造的課題に直面

しており、特に中小規模の事業体では単独での運営が困難になりつつあります。 

こうした状況を受け、平成 30 年（2018 年）に、国、都道府県、市町村等の関係者

の責務を明確にし、広域連携の推進や、適切な資産管理、民間活用など水道事業の基

盤強化に資する改正水道法が施行されました。令和５年（2023年）３月には、「島根

県水道広域化推進プラン※54」が策定され、県内水道事業の広域的な連携に向けた具体

的な検討が進められています。 

 

３ 現状 

⑴ 施設概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 飯梨川水道（島根県水道用水供給事業） 

布部ダムを水源とし、島根県水道用水供給事業として昭和 44 年（1969 年）から

松江市、旧東出雲町に、昭和 48年（1973年）７月から安来市に、給水能力日量 16,000

㎥で給水を始めました。 

その後、水需要の増加が見込まれることから、山佐ダムを水源として島根県水道

用水供給事業の第１期拡張事業に着手し、昭和 55 年（1980 年）５月から松江市、

旧東出雲町に、昭和 57 年（1982 年）６月から旧八束町（現在は、松江市の竹矢配

島根県水道用水供給事業概要図 
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水池から配水）に、昭和 59年（1984年）７月から安来市に、給水能力日量 36,000

㎥で給水を始めました。 

 

供給開始：昭和 44年（1969年）6月（水源：布部ダム） 

     昭和 55年（1980年）5月（水源：山佐ダム） 

水  源：布部ダム、山佐ダム 

供 給 先：松江市（旧松江市、旧東出雲町）、安来市 

給水能力：日量 52,000 ㎥ 

 

     （内訳） 

供給先 給水能力(㎥/日) 

松江市 40,000 

安来市 12,000 

計 52,000 

 

（供給実績） 

 

 

② 斐伊川水道（島根県水道用水供給事業） 

尾原ダムを水源とし、島根県水道用水供給事業の第２期拡張事業として平成５年

度（1993年度）に着手し、平成 23 年（2011年）４月から松江市、出雲市、雲南市、

旧東出雲町に、平成 23 年（2011年）10 月から斐川宍道水道企業団に、給水能力日

量 35,400㎥で給水を始めました。 

 

 給水開始：平成 23年（2011年）４月 

 水  源：尾原ダム 

 供 給 先：松江市、出雲市、雲南市、斐川宍道水道企業団 

 給水能力：日量 35,400㎥  
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（内訳） 

供給先 給水能力(㎥/日) 

松江市 30,747 

出雲市 3,600 

雲南市 1,000 

斐川宍道水道企業団 53 

計 35,400 

      

（供給実績） 

 

③ 江の川水道 

八戸ダムを水源とし、江の川水道用水供給事業として昭和 60 年（1985 年）４月

から、大田市、江津市、旧温泉津町及び旧仁摩町に給水能力日量 27,000 ㎥で給水を

始めました。平成 27 年度（2015 年度）末には送水施設の一部を受水団体に移管す

ることで、受水団体の資本費負担を軽減しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 江の川水道概要図 
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供給開始：昭和 60年（1985年）４月 

水  源：八戸ダム 

供 給 先：大田市、江津市 

給水能力：日量 27,000 ㎥ 

 

（内訳） 

 

 

 

 

 

（供給実績） 

 

 

⑵ 経営状況 

事業全体の収支状況  

                                                 （単位：百万円） 

令和４年度（2022年度）以降、物価高騰の影響を受けたものの、令和５年度（2023

年度）において３水系すべてにおいて料金改定を実施したことにより、純損益は改

善傾向を示しており、黒字基調で推移しています。 

  

供給先 給水能力(㎥/日) 

大田市 9,500  

江津市 17,500  

計 27,000  

区分 R2 R3 R4 R5 R6 

収 益 1,949 1,951 1,925 2,092 2,169 

  うち給水収益 1,594 1,607 1,613 1,755 1,751 

費 用 1,945 1,933 1,986 2,025 1,984 

純損益 4 19 △ 61 67 185 

  うち経常損益 10 28 △ 61 67 144 
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① 飯梨川水道の収支状況 

                          （単位：百万円） 

  

② 斐伊川水道の収支状況 

                              （単位：百万円） 

区分 R2 R3 R4 R5 R6 

収 益 1,176 1,171 1,161 1,207 1,228 

  うち給水収益 894 894 896 939 937 

費 用 1,178 1,169 1,176 1,173 1,192 

純損益 △ 2 2 △ 15 34 36 

  うち経常損益 △ 2 2 △ 15 34 20 

 

③ 江の川水道の収支状況 

                                （単位：百万円） 

区分 R2 R3 R4 R5 R6 

収 益 335 334 323 361 375 

  うち給水収益 305 307 303 331 330 

費 用 301 332 340 348 335 

純損益 34 3 △ 17 13 39 

  うち経常損益 34 12 △ 17 13 39 

 

⑶ 施設の維持管理の状況 

・ 施設管理基本計画と中期事業計画に基づき、施設の維持管理や修繕・更新を適切

に行い、安定的な水道用水の供給に努めています。また、視認が難しい集水埋渠※55

などの点検では、ドローンを活用し、より効率的に河川状況を把握しています。 

・ 水質の管理にあたっては、水安全計画※56に基づき、水質検査と監視を適切に行う

ことで、安全で良質な水道水を安定的に供給しています。 

 また、発がん性が指摘される有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）※57等が各地の浄水場

や河川で検出されています。企業局において毎年度定期的に行っている水質検査の

結果は、国の示す基準の中で最も安全性の高い数値レベルとなっており、その状況

をホームページで公表しています。 

 さらに、高濁度原水の流入が見込まれる場合には、飯梨川については、原水流入

弁を適切に操作し、江の川については、取水ポンプを一時的に停止（減量）するこ

とで、水質確保に取り組んでいます。 

区分 R2 R3 R4 R5 R6 

収 益 439 446 441 525 567 

  うち給水収益 395 405 414 485 485 

費 用 467 431 470 504 458 

純損益 △ 28 14 △ 29 20 110 

  うち経常損益 △ 22 14 △ 29 20 85 
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・ 改正水道法に基づき、水道施設の情報を分かりやすく管理するため、令和２年度

（2020年度）末に施設管理台帳システム※58を導入しました。 

・ 飯梨川と斐伊川については、渇水になりやすい河川のため、水不足への対応が重

要な課題です。そのため、渇水時には河川管理者や他の利水者と連携しながら、受

水団体へ適時情報を提供し、迅速な対応に努めています。 

・ 斐伊川水道（三代浄水場）のろ過池については、平成 23 年（2011 年）の給水開

始にあたって、全体計画 10池のうち６池を整備しましたが、給水量の増加に伴い、

２池増設と取水・送水ポンプ設備増設の工事を実施しました。 

・ 江の川については、降雨による河川上流の出水により取水場へアクセスする国道

が冠水することもあるため、不測の事態に備え、非常時の常駐管理体制を強化して

います。 

 

４ 課題 

⑴ 施設の老朽化・耐震化対策 

・ 飯梨川水道について、現在使用している送水施設は、給水開始から 40年以上経過

し、令和７年（2025 年）４月現在で、管路の全延長 14,330ｍのうち 14,110ｍが法

定耐用年数である 40年を超過しています。 

 また、江の川水道についても、給水開始から 40 年経過し、令和７年（2025 年）

４月現在で、管路の全延長 15,752ｍのうち 15,174ｍが法定耐用年数を超過してい

ます。 

 安全で安定した水の供給を継続するためには、計画的な修繕や更新に併せた耐震

化の推進が不可欠です。 

・ 特に管路等の大規模更新は、費用が多額となることから、施設のアセットマネジ

メントに基づいた優先順位の明確化が求められています。また、受水団体と連携し、

給水側・受水側それぞれの視点を共有しながら進める必要があります。 

 

⑵ 財源確保とコスト削減 

・ 人件費や物価高騰に伴い、耐震化や更新事業に係る工事費が高騰しており、将来

的な水道料金への影響が懸念されます。 

・ 施設の統廃合や新技術の導入、発注方式の工夫等により、コスト縮減と効率的な

投資を進めていくことが求められます。 

 

⑶ 渇水と事前放流への対応 

・ ダムの事前放流や河川の渇水調整の実施には、受水団体を含めた関係機関で円滑

に情報を共有し、連携を深めることが重要です。迅速な情報共有かつ的確な対応を

可能にするために日頃から関係機関とのコミュケーションを図っていく必要があ

ります。 

・ 特に、飯梨川と斐伊川については、渇水になりやすい河川のため、迅速かつきめ

細かい連絡調整が求められています。 
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⑷ 水道広域化の検討 

・ 島根県では令和５年（2023年）３月に「島根県水道広域化推進プラン」を策定し、

市町村や関係機関と連携しながら、施設の相互利用や業務の共同化、経営の一体化

について協議を進めています。令和７年（2025年）３月には、県が主体となって財

政シミュレーションの実施方針を示し、今後、具体的な試算や合意形成に向けた協

議が本格化する見込みです。 

・ 企業局の水道用水供給事業としては、受水団体である市や企業団にとってのメリ

ット・デメリットを十分に考慮するとともに、県水道事業体の安定的な運営を確保

できるかどうかを慎重に見極めながら、広域化の方向性について検討を進めていく

必要があります。 

 

第２ 経営目標 

県民生活に必要な安全で良質な水道用水を安定的に供給することを目指します。 

 

１ 給水制限日数の低減 

安定的な水道用水の供給のため、給水制限日数について、毎年度０を目指します。 

 

２ 送水管の耐震化等の推進 

安定的な水道用水の供給のため、給水開始から 40年以上経過した水道施設（送水管）

の長寿命化や耐震化を進め、令和 17年度（2035 年度）までに、耐震化延長を 116,145ｍ

に延伸します。 
 

【送水管の水系別耐震化】 

水系 全延長(m) 耐震化延長(m) 

飯梨川 14,330 10,933 

斐伊川 108,811 89,460 

江の川 15,752 15,752 

計 138,893 116,145 

 

３ 安全で良質な水質の維持 

水質検査や監視、管理を適切に行い、安全で良質な水質の維持に努めます。 

水質目標を達成しなかった日数について、毎年度０を目指します。 

 

４ 経営の健全性 

コストを意識した施設の適切な維持管理等を行い、料金の抑制に努めます。また、経

営改善に努め、県民生活に不可欠である安全で良質な水道用水を、安定して供給してい

きます。 

経常収支比率は 100％を目指します。  



 

水道 9 
 

第３ 具体的な取組 

施設管理基本計画及び中期事業計画に基づき、島根県国土強靱化計画との整合を図りな

がら、適切な施設の維持管理や修繕・更新を行うことで、水道用水を安定して供給します。 

 

１ 給水制限日数の低減 

⑴ 施設の適切な維持管理 

安定的な水道用水の供給のため、日常・定期点検や必要な修繕を適時適切に実施し、

異常の早期発見、事故・故障の予防及び迅速な復旧対応に取り組みます。 

渇水等の有事の際には、関係機関との情報の共有を密接に図りながら、安定供給に

努めます。 
 

⑵ 施設の長寿命化 

水道施設の保守・点検、修繕の指針として基本的な考え方を取りまとめた施設管理

基本計画及び中期事業計画に基づき、長寿命化に努めます。 
 

⑶ ＩＣＴ・デジタル化の推進 

老朽化が進行する水道施設の劣化兆候や異常の早期把握と予兆保全、異常時の迅速

な対応を可能にするため、先端技術を活用したスマート保安の導入の検討を行いま

す。 

 

２ 送水管の耐震化等の推進 

⑴ 耐震化及び更新 

施設の適切な維持管理を行いつつ、施設の耐震化及び更新を進めていきます。 

飯梨川水道で現在使用している送水施設は、給水開始から 40年以上が経過し、老朽

化が進行していることから、送水管の耐震化及び更新にあたっては、受水団体とコミ

ュニケーションを図りながら、受水団体の施設の統廃合を含めたトータルコストの縮

減や全線布設替えの検討を含め、取り組みます。 
 

⑵ 財源の確保 

事業には多額の費用が必要になることから、国の補助制度等を注視しつつ、有利な

財源を確保し、耐震化及び更新事業に取り組みます。 

  

３ 安全で良質な水質の維持 

水質の管理にあたっては、水道法、水安全計画を遵守しつつ、水質検査や監視等の管

理、緩速ろ過池※59の水量、状態の管理、薬品注入量の調整等、水質状況に応じて適切に

取り組みます。 
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４ 経営の健全性 

コストを意識した施設の適切な維持管理を行うとともに、施設規模の最適化（ダウン

サイジング※60）、再生可能エネルギーの活用及び資産の有効活用の検討などを行い、料

金の抑制に向けて取り組みます。 

具体的には、尾原ダム水力発電施設設置に伴う電気事業からの水利使用料の収入や、

江津浄水場太陽光発電所移管による収益確保など、経営基盤の強化を図り、経常収支比

率 100％の達成を目指します。 
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第４ 投資・財政計画 

１ 投資計画 

⑴ 建設改良費 

「施設管理基本計画」及び「中期事業計画」に基づき、その実施に必要となる建設

改良費を計上しています。 

 

⑵ 修繕費 

現有施設の供給能力を維持するために必要な整備費を見込んでいます。 

 

＜建設改良費＞                          （単位：百万円） 

 

＜主な建設改良工事＞ 

年度 施設名 工事名 

R8～R17 飯梨川 送水管耐震化工事 

R8 飯梨川 3号導水ポンプ更新工事 

R9 飯梨川 2号導水ポンプ更新工事 

R9～R16 飯梨川 集水埋渠更新工事 

R9～R17 飯梨川 緩速ろ過池更生工事（奇数年度） 

R11 飯梨川 送水ポンプ井ゲート弁更新工事 

R12～R13 飯梨川 浄水池改修工事 

R8 江の川 沈澱池流入流量計取替工事 

R8～R14 江の川 ろ過池制水弁等取替工事 

R9 江の川 送水管耐震化工事 

 

 

＜修繕費＞                            （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

年度
区分

180 62 201 35 66 85 73 97 116 75 991

119 69 80 75 80 78 48 90 79 202 921

54 61 37 70 25 70 25 64 32 59 499

353 192 319 180 171 233 146 252 228 336 2,411

R17 合計

飯梨川

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R16

斐伊川

江の川

計

R14 R15

年度
区分

521 742 622 882 528 790 486 696 507 917 6,689

46 37 50 17 11 49 47 64 26 68 417

33 316 69 42 51 62 54 636 385 186 1,835

601 1,095 741 940 590 901 588 1,395 918 1,171 8,941

斐伊川

江の川

計

飯梨川

R8 R9 R10 R11 R17 合計R12 R13 R14 R15 R16
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２ 財政計画 

⑴ 収益的収支 

①  収益 

営業収益には、毎年度約 19～24 億円を計上しています。なお、給水収益には、

「総括原価方式※61」に基づき算出しており、契約期間（３年）内に生じる費用を、

契約期間で均した上で、過年度の精算額等を加味した金額を計上しています。この

給水収益には、今後の料金改定を見込んでいます。 

営業外収益には、尾原ダム水力発電施設設置への協力による水利使用料を令和 13

年度（2031年度）以降３千万円、長期前受金戻入益に毎年度約３億円を計上してい

ます。 

また、江津浄水場太陽光発電所を電気事業から江の川水道事業に移管することに

より、令和８～17 年度（2026～2035年度）まで、その収益を計上しています。 

② 費用 

費用には、毎年度約 22～27億円を計上しています。費用増加の主たる要因は、管

路耐震化等の設備投資に伴う減価償却費及び企業債の支払利息の増加によるもので

す。 

③ 収支 

赤字となる年度はあるものの、「総括原価方式」による給水収益を前提としてい

ることから、契約期間内の収支は長期的には均衡する見込みです。 

 

⑵ 資本的収支 

① 収入 

管路耐震化等の設備投資に伴い、企業債を借り入れることから、今後 10 年間で約

89億円の企業債収入を計上しています。 

② 支出 

今後 10年間で約 98億円の建設改良費を見込んでいるほか、企業債の償還が進む

ことから、今後 10年間で約 147億円の支出を計上しています。 

③ 収支 

毎年度約４～７億円程度の不足が見込まれますが、この不足分については、損益

勘定留保資金等で補填します。 

 

⑶ 資金収支 

資金収支は、年度によってばらつきがあるものの、令和８年度（2026年度）を除き

黒字となっており、現金残高は徐々に増加していく見込みです。ただし、現在検討を

進めている飯梨川送水管路耐震化事業（仮称）にかかる資金として一定の留保が必要

となる見込みです。その上で、資金に余裕がある場合には、将来的な費用抑制に向け

て企業債の繰上償還を検討します。 

 

⑷ 企業債残高 

企業債残高は、新規借入の増加に伴い、令和 17 年度（2035 年度）には約 116 億円

となる見込みです。 
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＜収益的収支＞                             （単位：百万円） 

                

＜資本的収支＞                             （単位：百万円） 

 

＜資金収支＞                              （単位：百万円） 

 

＜借入金＞                               （単位：百万円） 

 

 

  

年度

区分

水道事業収益 2,211 2,225 2,207 2,335 2,333 2,362 2,420 2,418 2,405 2,746

営業収益 1,892 1,915 1,900 2,034 2,034 2,034 2,101 2,101 2,087 2,430

うち給水収益 1,873 1,894 1,879 2,014 2,014 2,014 2,080 2,080 2,080 2,423

営業外収益 320 310 307 301 299 327 320 318 318 316

うち他会計補助金 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

うち長期前受金戻入益 318 309 306 300 297 296 288 287 287 285

水道事業費用 2,414 2,257 2,385 2,273 2,319 2,384 2,240 2,501 2,500 2,745

営業費用 2,273 2,105 2,213 2,090 2,119 2,176 2,015 2,267 2,234 2,461

うち人件費 209 208 209 208 209 208 209 211 211 210

うち修繕費 353 192 319 180 171 233 146 252 228 336

うち減価償却費 1,111 1,116 1,130 1,122 1,122 1,159 1,154 1,149 1,188 1,232

営業外費用 141 152 172 183 200 208 225 234 266 284

うち企業債利息 141 152 172 183 200 208 225 234 266 284

純損益 △ 203 △ 32 △ 178 62 14 △ 22 180 △ 82 △ 95 1

R17R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

年度

区分

資本的収入計 601 1,095 741 940 590 901 588 1,395 918 1,171

うち企業債 601 1,095 741 940 590 901 588 1,395 918 1,171

うち他会計出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本的支出計 1,308 1,820 1,401 1,586 1,164 1,456 1,050 1,918 1,379 1,634

うち建設改良費 661 1,204 816 1,034 649 991 646 1,535 1,010 1,288

うち企業債償還金 647 616 585 551 515 465 403 383 369 345

うち他会計借入金償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収支 △ 707 △ 726 △ 660 △ 645 △ 574 △ 555 △ 462 △ 522 △ 461 △ 462

補てん財源計 707 726 660 645 574 555 462 522 461 462

損益勘定留保資金 647 616 585 551 515 465 403 383 369 345

消費税資本的収支調整額 60 109 74 94 59 90 59 140 92 117

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

年度

区分

600 790 652 904 919 858 1,052 826 889 1,037

４条資金収支 △ 647 △ 616 △ 585 △ 551 △ 515 △ 465 △ 403 △ 383 △ 369 △ 345

総資金収支 △ 47 174 67 353 404 393 648 443 520 691

期末現金残高 1,401 1,575 1,642 1,995 2,399 2,792 3,440 3,883 4,404 5,095

R17

３条資金収支

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

年度

区分

7,558 8,036 8,192 8,582 8,657 9,093 9,277 10,290 10,839 11,665

企業債残高 7,558 8,036 8,192 8,582 8,657 9,093 9,277 10,290 10,839 11,665

他会計借入金残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R17

借入金残高

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
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＜貸借対照表＞                             （単位：百万円） 

 

 

※試算条件 

・ 投資計画及び財政計画については、施設管理基本計画及び中期事業計画、今後の需

要見込み、過去の実績等から見積もったものであり、将来の投資額、収支を確定した

ものではありません。 

・ 太陽光発電等附帯事業に係る収益及び費用は、予算上、附帯事業収益及び附帯事業

費用として計上されますが、今回の試算では営業収益及び営業費用に計上しています。 

・ 端数調整により、合計と一致しない場合があります。 

 

 

 

年度

区分

固定資産 32,629 32,592 32,197 31,995 31,383 31,107 30,535 30,735 30,383 30,233

流動資産 1,500 1,660 1,735 2,077 2,479 2,879 3,515 3,976 4,487 5,193

資産合計 34,129 34,252 33,932 34,072 33,862 33,986 34,050 34,712 34,870 35,426

固定負債 7,243 7,752 7,943 8,368 8,494 8,991 9,196 10,223 10,795 11,636

流動負債 727 681 655 608 556 501 468 472 440 440

繰延収益 8,987 8,678 8,372 8,072 7,774 7,478 7,189 6,903 6,616 6,331

負債合計 16,957 17,111 16,970 17,048 16,824 16,970 16,854 17,598 17,851 18,407

資本金 17,488 17,488 17,488 17,488 17,488 17,488 17,488 17,488 17,488 17,488

剰余金 △ 316 △ 348 △ 526 △ 464 △ 450 △ 472 △ 292 △ 374 △ 470 △ 468

資本合計 17,172 17,140 16,962 17,024 17,038 17,016 17,196 17,114 17,018 17,020

負債＋資本 34,129 34,252 33,932 34,072 33,862 33,986 34,050 34,712 34,870 35,426

R17R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16


